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【手続補正書】
【提出日】平成26年4月25日(2014.4.25)
【手続補正１】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００５８
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００５８】
　したがって、図８の例では、時間Ｔ０から開始して、第１の基板の第２の区間に対する
少なくとも１つの研磨パラメータは、その区間の研磨速度が増大する（その結果、指標ト
レース２２０の勾配も増大する）ように修正される。またこの例では、第２の基板の第１
の区間に対する少なくとも１つの研磨パラメータは、その区間の研磨速度が増大する（そ
の結果、指標トレース２３０の勾配も増大する）ように修正される。同様に、この例では
、第２の基板の第２の区間に対する少なくとも１つの研磨パラメータは、その区間の研磨
速度が低減する（その結果、指標トレース２４０の勾配も低減する）ように修正される。
その結果、両基板の両区間は、ほぼ同じ時間にターゲット指標（したがって、ターゲット
厚さ）に到達するはずである（または、両基板の研磨が同時に休止した場合、両基板の両
区間はほぼ同じ厚さで終了する）。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００８３
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００８３】
　いくつかの実装形態では、現在の基板に対する等式１または等式２のいずれかに対する
計算で使用される適用誤差ｅｒｒは、１つ前の基板のスケール誤差と、１つ前の基板より
前の基板からの適用誤差の加重平均との組合せとして計算される。これは、以下の等式で
表すことができる。
　適用ｅｒｒＸ＋１＝スケール誤差Ｘ＋全誤差Ｘ－１

　スケール誤差Ｘ＝ｋ１＊ｅｒｒＸ

　全誤差Ｘ－１＝ｋ２＊（ａ１＊適用ｅｒｒＸ－２＋ａ２＊適用ｅｒｒＸ－３＋．．．＋
ａＮ＊適用ｅｒｒ（Ｘ－（Ｎ＋１））
　ここでｋ１およびｋ２は定数であり、ａ１、ａ２、．．．ａＮは加重平均に対する定数
であり、すなわちａ１＋ａ２＋．．．＋ａＮ＝１である。定数ｋ１は約０．７とすること
ができ、定数ｋ２は１とすることができる。ｅｒｒＸは、上記の手法の１つに従って１つ
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前の基板に対して計算される誤差であり、たとえば、図１２Ａ～１２Ｄの実装形態の場合
はｅｒｒＸ＝［（ＳＤ－Ｓ’）／ＳＤ］もしくはｅｒｒＸ＝［（Ｓ’－ＳＤ）／ＳＤ］で
あり、または図１３の実装形態の場合はｅｒｒＸ＝［（ＩＴ－ＡＩ）／（ＩＴ－ＳＩ）］
である。適用ｅｒｒＸという項は、たとえば現在の基板が基板Ｘ＋１であると仮定すると
、１つ前の基板に対する適用誤差であり、このとき適用ｅｒｒＸ－２は、３つ前の基板に
対する適用誤差であり、適用ｅｒｒＸ－３は、４つ前の基板に対する適用誤差であり、以
下同様である。等式１または等式２のいずれの場合も、ｅｒｒ＝適用ｅｒｒＸ＋１である
。
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